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目的　京都府では，2012年に「新人保健師研修ガイドライン」を策定し研修を実施している。本研
究では，新人保健師が必要とする基礎能力到達目標の到達度について，入職後 １ 年間の推移を
京都府，府内市，府内町村別に比較検討することを目的とした。

方法　対象者は，2012～2018年度の 7 年間に新人保健師研修ガイドラインに基づく研修を受講した
新人保健師140名（京都府保健所27名，府内市91名，府内町村22名　ただし政令指定都市の京
都市を除く）とした。新人保健師がプリセプターや所属の人材育成責任者の指導を受け記入し
た「新人保健師の到達目標チェックリスト（厚生労働省：2011）」の自己評価結果を回収し，
研修前後の有効な回答が得られた105名について，京都府保健所，府内市，府内町村の各群に
おける目標到達度の入職後 1 年間の推移を明らかにした。

結果　チェックリストによる到達度の推移では，組織人としての能力（所属機関の理解，部署内の
コミュニケーション）に関するすべての項目が ３ 群ともに有意に高くなった。専門職としての
能力Ⅰ（個人，家族，小グループの健康課題解決）に含まれる，個人・家族・小グループに対
する活動展開，対象者との信頼関係に関する能力の多くの項目は ３ 群ともに到達率が有意に高
くなった。また，専門職としての能力Ⅱ（集団・地域の健康課題解決）は， ３ 群ともに到達度
が有意に高くなった項目はなく，特に健康危機管理に関する項目の到達度は，府および府内市
は入職後 １ 年では低い。専門職としての能力Ⅲ（社会資源の開発と施策化）は府および町村に
有意な変化はなかった。予算案や施策化の根拠資料の作成は到達度が低かった。自己管理・自
己啓発に関する能力のうち，自己のストレスマネジメントや健康管理に関する能力は ３ 群とも
に有意に高くなった。

結論　地方自治体の組織形態に関わらず最も早く到達できる基礎能力がある一方，新人研修内容が
到達度向上に影響していると考えられる項目が認められた。 3 群による到達度の差異について
は，所属組織における実務経験の内容とOJTの体制等との関連があることが示唆された。到達
度が低い項目については，有効な指導，支援体制を整備する必要がある。
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京都府および府内市町村の新人保健師における
基礎能力到達度の推移

－入職後 １年までの変化－
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Ⅰ　は　じ　め　に

　2010年に看護職員の臨床研修が努力義務に変
わり１），都道府県は保健師を対象とした研修を
企画，実施して，研修の体系化や内容を検討し
た。しかしながら保健師に必要な実践能力がま
だ明確ではなかったこと，その効果的な教育方
法が依然検討中であったこと等が指摘されたこ
と２）から，方法や内容等について検討しなけれ
ばならない様々な課題がある中で研修が実施さ
れていたのが実情であった。検討会最終報告で
は，各自治体が状況に応じた人材育成の体制を
構築する重要性を指摘している２）。
　京都府（以下，府）では，府および市町村管
理職保健師，ブロック別研修担当者，有識者で
構成するガイドライン検討委員会，研修企画プ
ロジェクト会議を設置し３），まず2012年に「新
人保健師研修ガイドライン（以下，ガイドライ
ン）」を作成した。ガイドラインに基づいて府
および府内市町村（ただし政令指定都市の京都
市を除く）の保健師を対象に新人保健師の研修
を企画，実施している３）４）。2014年には「中堅
期・管理期保健師研修ガイドライン」を作成し，
それに基づいて中堅期・管理期保健師の研修を
実施している。さらに2015年には「京都府保健
師活動指針」，2018年には「京都府保健師キャ
リアラダー」を策定し，府保健師の人材育成体
系を構築した４）。
　新人保健師の人材育成では，研修開始当初よ
り全体研修（地域診断，事業評価，危機管理等，
年 4 日）とブロック別研修（南部・中部・北部
ごとに年 1 日）を並行して実施し，新人保健師
の基礎能力育成プログラムを洗練している。
　そこで，今後の新人保健師の研修の在り方を
検討し研修支援の示唆を得るために，新人保健
師（実務経験年数 １ ～ ３ 年）の基礎能力到達目
標の到達度について，入職後 １ 年間の推移を府，
府内市，府内町村別に比較検討した。この結果
を踏まえて今後の新人保健師の研修の在り方を
検討し，研修の改善に反映したいと考える。

Ⅱ　方　　　法

　府健康福祉部健康対策課は，研修企画プロ
ジェクト会議を年 ５ 回程度開催し，保健師研修
の内容，運営方法等を検討した上で，研修を実
施，評価している。新人保健師研修についても
新人保健師研修ガイドラインに沿って毎年研修
計画を企画し実施するとともに，並行して指導
者研修会，ブロック別保健師人材育成指導者連
絡会議も開催し，体系的な研修実施体制を整え
ている４）。

（ １）　研究対象
　研究対象は，2012～2018年度の ７ 年間にガイ
ドラインに基づいた研修に参加した新人保健師
140名（府保健所27名，府内市91名，府内町村
22名，ただし政令指定都市の京都市を除く）と
した。

（ ２）　調査方法
　新人保健師は，入職後 ３ カ月，12カ月（年間
研修終了後）に「新人保健師の到達目標チェッ
クリスト（厚生労働省：2011年）（以下，チェッ
クリスト）」１）３）に従って自己評価を行う。この
評価に関してはプリセプターや所属の人材育成
責任者の指導を受け，適宜修正を行った。なお，
指導者は事前に研修を受講している。また，
「新人保健師対人サービス業務経験リスト」等
を用い業務経験も記述した。　
　本研究では，研修前後に有効な回答が得られ
た，府保健所，府内市，府内町村新人保健師の
３ 群および府保健所，府内市町村について群別
に到達目標到達度の入職後 １ 年間の推移を明ら
かにした。今回は入職後 1 年間の推移を，Ⅰで
きる，Ⅱ指導の下でできる，Ⅲ演習でできる，
Ⅳ知識としてわかるとして，自己評価到達度を
検証した。統計的解析には，IBM SPSS Statis-
tics 23.0Jを用いマクネマー検定を行い，有意
水準は ５ ％とした。
　なお，倫理的配慮は府が研修開始時に「人材
育成研修の在り方の検討に用いる以外は使用し
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表 １　新人保健師の到達目標チェックリストによる自己評価到達度の推移

能
力 大項目 中項目 No. 小項目 ★2）

到
達
目
安

自己評価到達度（率）の推移（入職後 ３ カ月から 1 年後）

京都府保健所
（ｎ＝22）

京都府内市
（ｎ＝64）

京都府内町村
（ｎ＝19）

３ Ｍ 12Ｍ 有意
確率 ３ Ｍ 12Ｍ 有意

確率 ３ Ｍ 12Ｍ 有意
確率

組
織
人
と
し
て
の
能
力

１．所属機関
の一員とし
て責任ある
行動がとれ
る

Ａ．所属機関
を理解する 1

所属機関の理念や目標を説明できる
★ Ⅰ ３／２１

１４．３
１４/２１
６６．７ ＊＊ ５/６３

７．９
３３/６３
５２．４ ＊＊ ２/１７

１１．８
８/１７
４７．１ ＊

2
所属機関の役割や機能の概略を説明できる

★ Ⅰ ３/２１
１４．３

１４/２１
６６．７ ＊＊ 6/63

9.5
39/63
61.9 ＊＊＊ 1/19

5.3
11/19
57.9 ＊＊

3
所属機関の基本方針・計画，意思決定機構
を理解し，説明できる ★ Ⅰ 3/21

14.3
12/21
57.1 ＊ 4/63

6.3
26/63
41.3 ＊＊＊ 1/16

6.3
7/16
43.8 ＊

4
担当する事業の根拠となる法律や条件等を
説明できる ★ Ⅰ 3/22

13.6
17/22
77.3 ＊＊＊ 3/63

4.8
34/63
54.0 ＊＊＊ 2/18

11.1
10/18
55.6 ＊＊

Ｂ．部署内の
コミュニケ 
ーションを
とる

5
実施した業務の経過や課題等を上司に報
告，相談できる ★ Ⅰ 6/22

27.3
20/22
90.9 ＊＊＊ 17/64

26.6
49/64
76.6 ＊＊＊ 5/19

26.3
16/19
84.2 ＊＊

専
門
職
と
し
て
の
能
力
Ⅰ
（
個
人
・
家
族
・
小
グ
ル
ー
プ
）

２ ． 地 域・
事業場の人 
々の健康課
題を明らか
にし，解決 
・改善策を
計画・立案
する

Ｃ．地域・事 
業場の人々
の生活と健
康を多角的 
・組織的に
アセスメン
トする

6

身体的・精神的・社会文化的・生活環境 
の側面から客観的・主観的情報を収集し，
個人・家族・小グループのアセスメントを
することができる

★ Ⅰ 0/22
0.0

12/22
54.5 - 1/63

1.6
20/63
31.7 ＊＊＊ 1/18

5.6
6/18
33.3

7
当事者の立場に立って，生活者の視点で 
対象を理解することができる ★ Ⅰ 3/22

13.6
18/22
81.8 ＊＊＊ 3/64

4.7
38/64
59.4 ＊＊＊ 2/19

10.5
9/19
47.4 ＊

Ｄ．地域・事
業場の人々
の顕在的，
潜在的健康
課題を見い
だす

8
潜在している健康課題を抽出し，今後起 
こりうる健康課題を予測することができる ★ Ⅱ 0/22

0.0
5/22
22.7 - 1/63

1.6
12/63
19.0 ＊＊ 0/18

0.0
1/18
5.6 -

9
地域・事業場の人々の持つ力（健康課題 
に気づき，解決・改善，健康増進する能
力）を見いだすことができる

★ Ⅰ 0/22
0.0

6/22
27.3 - 0/64

0.0
15/64
23.4 - 0/17

0.0
3/17
17.6 -

Ｅ．地域・事
業場の人々
の健康課題
に対する支
援を計画・
立案する

10

健康課題について優先順位をつけて，目 
標設定を行い，支援計画を立案することが
できる ★ Ⅰ 0/22

0.0
8/22
36.4 - 3/64

4.7
16/64
25.0 ＊＊＊ 1/18

5.6
6/18
33.3

３ ． 地 域・
事業場の人 
々と協働し
て，健康課
題を解決・
改善し，健
康増進能力
を高める

Ｆ．活動を
展開する 11

対象者の生命・健康，人間としての尊厳と
権利を守ることができる ★ Ⅰ 12/22

54.5
20/22
90.9 ＊＊ 27/62

43.5
55/62
88.7 ＊＊＊ 6/19

31.6
17/19
89.5 ＊＊

12
プライバシーに配慮し，個人情報の収集・
公表・管理を適切に行うことができる ★ Ⅱ 5/22

22.7
13/22
59.1 ＊＊ 12/62

19.4
38/62
61.3 ＊＊＊ 6/19

31.6
14/19
73.7 ＊＊

13
担当（地区や部署）の基本的な事例の訪問
支援を行うことができる ★ Ⅰ 3/21

14.3
14/21
66.7 ＊ 6/61

9.8
42/61
68.9 ＊＊＊ 1/19

5.3
11/19
57.9 ＊

14
保健事業や来所の相談による支援を行う 
ことができる ★ Ⅰ 3/22

13.6
15/22
68.2 ＊＊＊ 2/64

3.1
40/64
62.5 ＊＊＊ 1/19

5.3
10/19
52.6 ＊＊

15
健康教育による支援を行うことができる

★ Ⅰ 2/21
9.5

11/21
52.4 ＊＊ 2/62

3.2
28/62
45.2 ＊＊＊ 1/19

5.3
8/19
42.1 ＊

16
活用できる社会資源について，情報提供 
をすることができる ★ Ⅰ 1/22

4.5
11/22
50.0 ＊＊ 0/63

0.0
17/63
27.0 - 1/19

5.3
6/19
31.6

17
支援の経過および結果を正確に迅速に記 
録し，報告することができる ★ Ⅰ 2/22

9.1
16/22
72.7 ＊＊＊ 5/62

8.1
34/62
54.8 ＊＊＊ 3/19

15.8
12/19
63.2 ＊＊

Ｇ．地域・事
業場の人々
や関係機関
及び関係者
と協議する

18
対象者の話を聴き，コミュニケーションをと 
りながら信頼関係を築くことができる ★ Ⅰ 4/22

18.2
21/22
95.5 ＊＊＊ 10/62

16.1
42/62
67.7 ＊＊＊ 3/19

15.8
14/19
73.7 ＊＊

19
地域・事業場の人々や関係機関及び関係者
と，必要な情報や活動目的を共有する Ⅰ 0/21

0.0
16/21
76.2 - 0/61

0.0
22/61
36.1 - 1/20

5.0
9/20
45.0 ＊＊

20
地域・事業場の人々や関係機関及び関係 
者と，互いの役割を認め合いともに活動する Ⅰ 1/21

4.8
16/21
76.2 ＊＊＊ 2/61

3.3
24/61
39.3 ＊＊＊ 0/19

0.0
8/19
42.1 -

Ｈ．活動を評
価・フォロー 
アップする

21
活動の評価を行い，結果を次の支援に活 
かすことができる ★ Ⅰ 1/22

4.5
14/22
63.6 ＊＊＊ 3/63

4.8
23/63
36.5 ＊＊＊ 0/19

0.0
6/19
31.6 -

４ ． 地 域・
事業場の健
康危機管理
を行う

Ｉ．健康危機
管理の体制
を整え予防
策を講じる

22
健康危機（感染症・虐待・DV・自殺・災害
等）への予防策を理解し，説明できる ★ Ⅰ 1/21

4.8
14/21
66.7 ＊＊＊ 2/63

3.2
8/63
12.7 ＊ 0/16

0.0
1/16
6.3 -

Ｊ．健康危機
の発生時に
対応する

23
健 康 危 機（ 感 染 症・ 虐 待・DV・ 自 殺・ 
災害等）への対応を行うことができる ★ Ⅱ 1/21

4.8
7/21
33.3 ＊ 0/62

0.0
2/62
3.2 - 0/16

0.0
0/16
0.0 -

Ｋ．健康危機
発生後から
の回復期に
対応する

24
健 康 回 復 に 向 け た 支 援（PTSD対 応・ 
生活環境の復興）を理解し，説明できる Ⅰ 1/21

4.8
5/21
23.8

0/61
0.0

2/61
3.3 - 0/16

0.0
0/16
0.0 -
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表 1つづき

能
力 大項目 中項目 No. 小項目 ★2）

到
達
目
安

自己評価到達度（率）推移（入職後 ３ カ月から 1 年後）

京都府保健所
（ｎ＝22）

京都府内市
（ｎ＝64）

京都府内町村
（ｎ＝19）

３ Ｍ 12Ｍ 有意
確率 ３ Ｍ 12Ｍ 有意

確率 ３ Ｍ 12Ｍ 有意
確率

専
門
職
と
し
て
の
能
力
Ⅱ
（
集
団
・
地
域
）

５ ．地域・事 
業場の健康
課題を明ら
かにし，解
決・改善策
を計画・立
案する

Ｌ．地域・事 
業場の人々
の生活と健
康を多角的・
継続的にア
セスメント
する

25
身体的・精神的・社会文化的・環境的側 
面から客観的・主観的情報を収集すること
ができる

★ Ⅰ 2/22
9.1

14/22
63.6 ＊＊＊ 2/62

3.2
29/62
46.8 ＊＊＊ 0/16

0.0
8/16
50.0 -

26
地域・事業場全体，対象者の属する集団 
を全体としてとらえ，健康のアセスメント
ができる

★ Ⅰ 1/21
4.8

6/21
28.6

0/62
0.0

19/62
30.6 - 0/17

0.0
3/17
17.6 -

Ｍ．地域・事 
業場の顕在
的・潜在的
健康課題を
見いだす

27 顕在化している健康課題に気づくことが 
できる ★ Ⅱ 1/21

4.8
11/21
52.4 ＊＊ 3/62

4.8
20/62
32.3 ＊＊＊ 0/18

0.0
2/18
11.1 -

28
地域・事業場の人々の持つ力（健康課題 
に気づき，解決・改善，健康増進する能
力）を見いだすことができる

★ Ⅰ 0/21
0.0

7/21
33.3 - 1/61

1.6
15/61
24.6 ＊＊＊ 0/17

0.0
3/17
17.6 -

Ｎ．地域・事 
業場の健康
課題に対す
る支援を計
画・立案する

29

地域・事業場の健康課題解決のために， 
目的・目標を設定し，適切な方法を選択で
きる ★ Ⅱ 0/21

0.0
1/21
4.8 - 0/61

0.0
3/61
4.9 - 0/17

0.0
0/17
0.0 -

６ ．地域・事 
業場の人々
と協働して，
健康課題を
解決・改善
し，健康増
進能力を高
める

Ｏ．活動を展 
開する 30 地域（事業場）組織・当事者グループ等を

育成する支援ができる ★ Ⅱ 0/22
0.0

1/22
4.5 - 0/60

0.0
2/60
3.3 - 0/16

0.0
0/16
0.0 -

31 個人／家族支援，組織的アプローチ等を 
組み合わせて活用することができる ★ Ⅰ 0/21

0.0
6/21
28.6 - 0/61

0.0
9/61
14.8 - 0/16

0.0
3/16
18.8 -

32
地 域 組 織 活 動， 保 健 福 祉 事 業 を 目 的 に 
基づいて活動を記録し，報告することが 
できる

★ Ⅰ 1/21
4.8

7/21
33.3 ＊ 3/61

4.9
23/61
37.7 ＊＊＊ 1/16

6.3
5/16
31.3

Ｐ．地域，事 
業場の人々
の関係機関
及び関係者
と協議する

33

地域・事業場の人々や関係機関の職員と 
円滑な情報交換を行いながら組織活動を 
進めることができるように支援する ★ Ⅱ 0/21

0.0
1/21
4.8 - 0/60

0.0
5/60
8.3 - 0/18

0.0
1/18
5.6 -

Ｑ．活動を評 
価・フォロー 
アップする

34
地域・事業場の健康課題解決のための活 
動の評価を行うことができる ★ Ⅱ 0/21

0.0
1/21
4.8 - 0/60

0.0
4/60
6.7 - 0/16

0.0
0/16
0.0 -

７ ．地域・事 
業場の健康
危機管理を
行う

Ｒ．健康危機 
管理の体制
を整え，予防
策を講じる

35 健康危機（感染症・虐待・DV・自殺・災害
等）への予防策を理解し，説明できる Ⅰ 0/21

0.0
9/21
42.9 - 1/60

1.7
3/60
5.0

0/17
0.0

0/17
0.0 -

36 広域的な健康危機（災害・感染症等）管 
理体制を理解し，説明できる ★ Ⅰ 1/21

4.8
8/21
38.1 ＊ 1/62

1.6
7/62
11.3 ＊ 0/16

0.0
0/16
0.0 -

Ｓ．健康危機 
の発生時に
対応する

37
健康危機（感染症・虐待・DV・自殺・災害
等）への対応を理解し，説明できる Ⅰ 1/21

4.8
8/21
38.1 ＊ 1/59

1.7
3/59
5.1

0/16
0.0

0/16
0.0 -

Ｔ．健康危機 
発生時から
の回復期に
対応する

38
健康回復に向けた組織的な支援（生活環境
の復興）を理解し，説明できる Ⅰ 0/21

0.0
7/21
33.3 - 1/59

1.7
6/59
10.2

0/17
0.0

0/17
0.0 -

専
門
職
と
し
て
の
能
力
Ⅲ（
施
策
化
）

８ ．地域・事 
業場の健康
を保障する
ために，生
活と健康に
関する社会
資源の公平
な利用と分
配を促進する

Ｕ．社会資源 
を開発する 39

地域・事業場の人々や関係する部署・機 
関の間のネットワーク構築にチームの一 
員として関わることができる

★ Ⅰ 0/22
0.0

8/22
36.4 - 2/61

3.3
19/61
31.1 ＊＊＊ 1/19

5.3
6/19
31.6

Ｖ．社会資源 
を管理・活
用する

40
予算の仕組みを理解し，担当する担当す 
る事業の予算案を作成できる ★ Ⅱ 0/20

0.0
2/20
10.0 - 0/62

0.0
4/62
6.5 - 0/16

0.0
0/16
0.0 -

Ｗ．施策化す 
る 41

施策化が必要である根拠について資料化 
ができる ★ Ⅱ 0/20

0.0
0/20
0.0 - 0/59

0.0
1/59
1.7 - 0/17

0.0
0/17
0.0 -

自
己
管
理
・
自
己
啓
発
に
関
す
る
能
力

９ ．保健・医 
療・福祉及
び社会に関
する最新の
知識・技術
を主体的・
組織的に学
び，実践の
質を向上さ
せる

Ｘ．研究の成 
果を活用する 42

研究成果を担当する個人・家族・小グル 
ープの支援，保健事業の実践に活用でき 
る

Ⅱ 0/19
0.0

1/19
5.3 - 0/57

0.0
1/57
1.8 - 0/16

0.0
1/16
6.3 -

43
社会情勢と地域の健康課題に応じた保健 
師活動の研究・開発をチームの一員とし 
て行う

Ⅱ 1/19
5.3

3/19
15.8

0/58
0.0

1/58
1.7 - 0/16

0.0
0/16
0.0 -

Ｙ．継続的に 
学ぶ 44 自己の人材育成計画及び目標を作成し， 

主体的に学ぶことができる ★ Ⅱ 3/21
14.3

9/21
42.9 ＊ 4/62

6.5
14/62
22.6 ＊＊ 0/19

0.0
8/19
42.1 -

Ｚ．保健師と 
しての責任
を果たす

45 保健師としての自己の人材育成の目標に 
向けて，着実に行動できる ★ Ⅰ 5/22

22.7
17/22
77.3 ＊＊＊ 5/63

7.9
32/63
50.8 ＊＊＊ 0/19

0.0
13/19
68.4 -

46 自己のストレスマネジメントや健康管理 
ができる ★ Ⅰ 12/22

54.5
20/22
90.9 ＊＊ 28/63

44.4
52/63
82.5 ＊＊＊ 5/18

27.8
14/18
77.8 ＊＊

注　1）　大，中，小項目の網掛けは，府保健所，府内市，府内町村の 3 群ともに，あるいは府保健所および府内市で有意に高くなった項目
　　2）　★：新人保健師が 1 年以内に経験し習得を目指す項目
　　3）　新人保健師の到達度の目安の区分　Ⅰ：できる，Ⅱ：指導の下でできる，Ⅲ：演習でできる，Ⅳ：知識としてわかる
　　4）　自己評価到達度（率）＝Ⅰ（できる）と回答した者の数／対象数×100， ３ カ月（ 3 M）および12カ月後（12M）の回答がなかった者は除く。
　　5）　マクネマー検定（ 3 Ｍ／12Ｍ），＊ｐ＜0.05，＊＊ｐ＜0.01，＊＊＊ｐ＜0.001
　　6）　検証できなかった項目を－，有意性がなかった項目を空白と表示。
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ないこと，統計的に処理するので個人を特定で
きないこと，無記名であること等」について，
紙面と口頭にて研究対象者に説明し，了解を得
て調査を実施した。

Ⅲ　結　　　果

　調査対象のうち研修前後の有効な回答が得ら
れた，府保健所22名（有効回答率81.5％），府
内市64名（70.3％），府内町村19名（86.4％），
計105名（75.0％）を分析対象とした。
　なお，研究対象とした受講者140名は，前歴
等を考慮して（所属が）判断した新人保健師の
100％をカバーし，分析を実施した有効回答率
は75％であった。

（ １）　新人保健師のチェックリストによる到達
度の推移（表 １）

　チェックリストの多くの項目は入職 １ 年以内
に「できる」が到達目標である。しかし，これ
までの研修結果を踏まえると，入職 １ 年以内で
は少なくとも50％以上が「できる」であれば到
達率が高いと考える。
１）　組織人としての能力

　チェックリストによる到達度の推移をみると，
組織人としての能力（所属機関の理解，部署内
のコミュニケーション）に関する項目はいずれ
も １ 年以内に経験し修得を目指す項目である。
すべての項目が ３ 群ともに有意に高くなり，い
ずれの群においても ３ 項目（府内市： 1 -Ａ- 3 ，
府内町村： 1 -Ａ- 1 ， 1 -Ａ- 3 ）を除き，50％
以上の者が「できる」基礎能力の項目であった。
２）　専門職としての能力Ⅰ（個人，家族，小
グループの健康課題解決）

　専門職としての能力Ⅰに含まれる，個人・家
族・小グループに対する活動展開，対象者との
信頼関係に関する能力の項目（ 2 -Ｃ- 7 ， 3 -
Ｆ-11， 3 -Ｆ-12， 3 -Ｆ-13， 3 -Ｆ-14， 3 -
Ｆ-15， 3 -Ｆ-17， 3 -Ｇ-18）は ３ 群ともに到
達率が有意に高くなった。しかし，有意に高く
なる項目の一部（ 2 -Ｃ- 6 等）は ３ 群で異なっ
た。

３）　専門職としての能力Ⅱ（集団・地域の健
康課題解決）

　専門職としての能力Ⅱは， ３ 群ともに到達率
が有意に高くなった項目はなかった。府および
府内市において有意に高くなった項目はそれぞ
れ 4 項目あったが，府内町村ではなかった。健
康危機管理に関する項目の到達率の推移をみる
と，入職後 １ 年では ２ 項目（府： 7 -Ｒ-36， 7 -
Ｓ-37，府内市： 7 -Ｒ-36）のみが有意に高く
なったが，多くの項目は到達率が低く，また有
意に高くならず，府内町村では到達率が ０ ％で
あった。
４）　専門職としての能力Ⅲ（社会資源の開発
と施策化）

　専門職としての能力Ⅲは １ 項目（府内市：
8 -Ｕ-39）を除いて ３ 群ともに有意な変化はな
かった。予算案や施策化の根拠資料の作成は到
達率が10％以下で低かった。
５）　自己管理・自己啓発に関する能力

　自己管理・自己啓発に関する能力のうち，自
己のストレスマネジメントに関する能力は ３ 群
ともに有意に高くなった。一部の群においてそ
の他の能力（府および府内市： 9 -Ｙ-44， 9 -
Ｚ-45）に有意に高くなる項目が認められた。し
かし，研究成果の活用は到達率が最も高いもの
で15.8％（府： 9 -Ｘ-43）で10％以下が多かっ
た。

Ⅳ　考　　　察

　保健師は行政職としての能力を含む基礎能力
が業務遂行に必要である。そのため，厚生労働
省は保健師活動の基盤として必要な能力を検討
し，新人保健師の基礎能力到達度チェックリス
トを作成した１）３）。
　府においても新人期から管理期までの京都府
保健師研修ガイドライン４）を作成し，それに準
じて研修を企画実施している。その際，各期に
おける能力の目標到達度チェックリスト１）３）を
用いて，保健師の能力向上を目指して能力の到
達度を評価している。
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（ １）　新人保健師における入職後向上する基礎
能力に関する府保健師と市町村保健師の相違

１）　組織人としての能力
　新人保健師は入職後 １ 年間が経過すると，地
方自治体の組織形態に関わらず，公務員・保健
師組織の一員としての能力や自己管理・自己啓
発に関する能力（ 9 -Ｚ-45， 9 -Ｚ-46）は到達
度が向上し獲得できること，所属機関の理解や
部署内のコミュニケーションはOJTによって能
力を獲得できることが示唆された。これらは，
入職 １ 年で獲得することを目指している項目で
あり，本研究では多くの項目は到達率が50％以
上を示していた。組織人としての能力到達率は，
入職 １ 年で有意に高くなると報告されている５）

ことから，新人保健師が最も早く到達できる基
礎能力であると考えられる。
２）　専門職としての能力Ⅰ（個人，家族，小
グループの健康課題解決）

　個人・家族・小グループに対する活動展開，
対象者との信頼関係に関する能力の多くの項目
は，府，府内市，府内町村の ３ 群ともに到達率
が有意に高くなった。これらの項目は，新人保
健師が自治体の形態に関わらずOJTを通じて入
職早々に獲得できる能力である６）７）。
　しかし，健康危機管理に関する項目は ３ 群に
おいて有意に高くなるもの（ 4 -Ｉ-22， 4 -
Ｊ-23）が異なった。健康危機管理に関する項
目は，入職後 １ 年間では府内町村では有意に高
くならず，また到達度も低く，府内町村では危
機発生時の対応や発生後の回復期の対応は到達
率 ０ ％であった。この差異は，広域災害支援や
感染症対応支援の担い手である府が，府内市町
村に比べて災害，感染症への健康危機管理の体
験や支援の経験を蓄積していること３）８）が関係
していると考えられる。
３）　専門職としての能力Ⅱ（集団・地域の健
康課題解決）

　専門職としての能力Ⅱは， ３ 群ともに到達率
が有意に高くなった項目はなかった。府内町村
は到達率が ０ ％の項目が多く，推移からみても
到達率は高くならなかったことから，府および
府内市において有意に高くなった項目は，府内

町村でのそれに比べて多かった。
　府および府内市において到達度が有意に高く
なったのは，客観的・主観的情報を収集できる
（ 5 -Ｌ-25），顕在化している健康課題に気づ
く（ 5 -Ｍ-27），活動を記録し報告できる（ 6 -
Ｏ-32），広域的な危機管理体制を理解し説明で
きる（ 7 -Ｒ-36）であった。府新人保健師にお
ける研修内容に地域診断，保健事業評価，健康
危機管理等が含まれていることが到達度向上に
影響していると考える。
　一方，府のみにおいて有意に高くなった項目
は，健康危機対応時（ 7 -Ｓ-37）のみであり，
府内市および府内町村は健康危機管理に関する
項目の到達度は低かった。これまでの健康危機
管理に対する体験や具体的な方法に関する蓄積
の相違が関連している８）と考える。
４）　専門職としての能力Ⅲ（社会資源の開発
と施策化）

　専門職としての能力Ⅲは ３ 群ともに有意な変
化はなく，社会資源の管理・活用や施策化は到
達度が低かった。府内市においてのみネット
ワーク構築に関わることができる（ 8 -Ｕ-39）
到達度が有意に高くなった。新人保健師では社
会資源の創出や活用は業務上の経験が少なく，
施策化はさらに経験が少ない業務であること９）

が関与していると推測される。
５）　自己管理・自己啓発に関する能力

　自己のストレスマネジメントや健康管理がで
きる（ 9 -Ｚ-46）の到達率は ３ 群ともに有意に
高くなった。
　府および府内市において，先行研究10）と同様
に自己の人材育成計画および目標を作成し主体
的に学ぶことができる（ 9 -Ｙ-44），人材育成
の目標に向けて着実に行動できる（ 9 -Ｚ-45）
到達度が有意に高まったが，研究成果の活用は
３ 群ともに到達度が低く，今後の研修課題と考
えられる。
６）　まとめ

　総合的にみると，入職後 １ 年間では有意に高
くならなかった能力や，高くなった能力の中で
も到達率の低い項目があった。この点について
は，所属組織における実務経験の内容やOJTの
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体制等との関連があること８）10）が推測される。
　今回の結果はブロック別保健師人材育成指導
者連絡会議等３）６）において活用し，到達度が低
い項目について有効な指導，支援体制をいかに
構築するか，不足している実務経験をいかに増
やすかなど，新人保健師を支援する体制を整備
する必要がある。

（ ２）　研究の限界
　本研究にはいくつかの限界がある。まず一自
治体における検証結果の一般化には限界がある。
次に，新人保健師の業務経験を用いた分析がで
きず，経験の差異による到達度の相違を明らか
にできなかった点である。また，新人保健師の
基礎能力の妥当性とチェックリストの信頼性に
関する点である。プリセプターによる指導３）を
取り入れたもののチェック項目は主観的評価で
あった。以上の限界はあるものの今回の結果を
踏まえて新人保健師の研修内容を洗練したい。
　府では既に新任期から管理期までの保健師育
成に関する体系はおおむね完成している３）。今
後は新人期から育休復帰保健師，中堅期・管理
期保健師を含めた中長期的な保健師育成とキャ
リアラダーとの包括的な連動を推進したいと考
える。

Ⅴ　結　　　語

　府，府内市，府内町村の新任期保健師到達目
標到達率の入職後 １ 年間の推移を明らかにし，
３ 群の相違を検証した。到達度の評価は，
チェックリストを用いた。その結果，組織人と
しての能力，自己管理・自己啓発に関する能力
の到達度は各群ともに入職後 １ 年間で高まった。
しかし，健康課題の解決，健康危機管理，社会
資源の開発と施策化などは到達度が低く， ３ 群
間で相違が認められた。本研究の結果を今後の

研修に反映したいと考える。
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